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た と え ば イ ギ リ ス で は 、 市 場 で も 国 家 で も な い 組 織 は  “voluntary 
organization”、”public charities”、”charitable organizations”、そして”informal 
organizations”のようにさまざまに呼ばれる。そして、それぞれの用語に応じて実際
の組織もいくぶん異なっているのである。（Salmon & Anheier 1994 ; 邦訳 pp.5-6） 
 
 このため本研究では多くの研究論文に取り入れられている、ジョンズ・ホプキンス大
学非営利セクター国際比較研究プロジェクトによる以下の項目（Salamon & Anheier   
1994 ；邦訳 p.xviii）を満たす組織を“民間”非営利組織とし、定義する。 
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図１－１ 非営利組織の分類 
 


















































た民間のボランタリーセクターという概念は存在していない。（Salamon & Anheier 


























出典：Lovelock & Weinberg [1989]；邦訳 p.237を基に作成 
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のの規模が大きいため、経済的な重みを有すると Salamon & Anheier[1994]は指摘し
ており、従来の日本に対する、非営利セクターの重要度が低く、活動が活発ではない国
という見方は誤っているとしている。 
表 1-1 1990 年の非営利セクターの支出 
 
出典：Salamon & Anheier 1994；邦訳 p.52 図表 3-6 
                                            
1 2009年総務省統計局データより算出。 
340.9 



















表 1-2 非営利セクターの構成要素国際比較 
 















































































































機構 1994 pp.6-13、村上 1995、石川・田中 1996） 
 しかしながら 19 世紀後半から 20 世紀前半にかけての日本の迅速な近代化に伴う中
                                            
2 非田院、敬田院、施薬院、療病院の４つをあわせたもの。何れも医療行為と慈善行為を行う組
織である。 


















るとしても、決定権は関連省庁にあるのである。(Amemiya 1997 p.197) 
 
 実際、最大の非営利組織と言える公益法人格の取得及び手続きは困難であり、阪神淡














































                                            
が加えられるため、活動の円滑化等のために法人格を取得しないケースも多い。 

























































収ないしは入り口での寄付を求めるという形をとっている。(F. Kotler & P. Kotler 









































                                            
5 Nielsen[1986]の研究では、「商業化」ではなく” Shared Cost Based Market Piggybacking 
(SCMP)”という用語が用いられている。これは Nielsenの研究が、主に非営利組織の費用依存
の関係に着目したものであったためであり、「商業化」と同義である。 
































                                            
6 内訳は、常設展、企画展、物品販売、施設使用料、個人会費等の５項目である。 

















































出典：Skloot 1987 p.380 
 
 またWeisbrodは、Baumol & Bowen[1966]の非営利組織に対するコスト上昇圧力に
よって、コスト負担のために非営利組織は商業化を行うとしている。(Weisbrod 1998 













































り、これまで United Way (Pfeffer & Leong 1977)、大学予算の分配(Pfeffer & Salancik 
1974)などが研究されており、非営利組織の研究において馴染み深いものである。 
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言葉である。（Meyer & Scott 1983 p.201）「神話」の中で同型化してゆく組織は、正当
性の維持を主眼とし、内部調和や操作機能を減少させて行く。 
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が提供する資源をコントロールする。(Pfeffer & Salancik 1978 p.258) 
 

























































































































 調査期間は 2009年 10月下旬から 11月上旬までとし、博物館の事務所宛に送付した。














＝20%超 40%以下」、「4=40%超 60%以下」、「5=60%超 80%以下」、「6=80%超 100%以
下」とした。このため本研究では、「活動時間」を順序尺度として取り扱う。 
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表 4-1 変数間の相関 
*p <.05, **p <.01 
 





表 4-2 仮説１a 
†p <0.10, *p < 0.05 
  順序回帰β 重回帰β 
公立 -.254 .165 
私立一部 1.328 .272 
延床面積 .000 .450* 
敷地面積 .000 .019 
政府 -.272 -.031 
自治体 .462* .123 
 
 表 4-3 は仮説１a に対する分析の結果である。「活動時間」を従属変数とした順序回





 また重回帰分析の R２乗は 0.235であり、コントロール変数である「延床面積」が有
意な結果となったのみであり、仮説１aは支持されなかった。 
 
表 4-3 仮説 1b 
†p <0.10, *p < 0.05 
  順序回帰β 重回帰β 
公立 .791 .219 
私立一部 1.128 .234 
延床面積 .000 .453* 
敷地面積 .000 -.026 
民間諸団体 -.041 .088 
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 順序回帰分析のモデル適合度は 0.215 であり、疑似 R２乗は Cox と Snell：0.032、
Nagelkerke：0.034、McFadden：0.011であった。仮説 1bは支持されなかった。重回
帰分析の R２乗は 0.234であり、こちらは仮説 1a同様に「延床面積」が有意となった。 
 
表 4-4 仮説 2 
†p <0.10, *p < 0.05 
  順序回帰β 重回帰β 
公立 .809 .243 
私立一部 1.230 .268 
延床面積 .000 .435* 
敷地面積 .000 -.033 
学芸員影響 -.011 -.086 
 
 順序回帰分析のモデル適合度は 0.291 であり、疑似 R２乗は Cox と Snell：0.031、
Nagelkerke：0.032、McFadden：0.011 であった。順序回帰分析の結果、仮説２は支
持されなかった。重回帰分析の R２乗は 0.216 であり、仮説１a・b 同様「延床面積」
のみ有意となった。 
 
表 4-5 仮説 3a 
†p <0.10, *p < 0.05 
  順序回帰β 重回帰β 
公立 .541 .188 
私立一部 1.076 .245 
延床面積 .000 .472* 
敷地面積 .000 -.020 
ボランティア .412 .309† 
後援会等 -.085 .024 
協議会等 -.176 -.207 
 
 順序回帰分析のモデル適合度は 0.164 であり、疑似 R２乗は Cox と Snell：0.081、
Nagelkerke：0.085、McFadden：0.029であった。順序回帰分析の結果、仮説 3a「博
物館の経営に際し、奉仕の精神を有する一般市民の参加の程度が高ければ高い程、商業




表 4-6 仮説 3b 
†p <0.10, *p < 0.05 
  順序回帰β 重回帰β 
公立 .679 .274 
私立一部 .990 .244 
延床面積 .000 .402* 
敷地面積 .000 -.009 
地元来館者 -.071 -.216† 
 
 順序回帰分析のモデル適合度は 0.614 であり、疑似 R２乗は Cox と Snell：0.031、
Nagelkerke：0.033、McFadden：0.011であった。順序回帰分析の結果、仮説 3cは支




表 4-7 仮説 4 
†p <0.10, *p < 0.05 
  順序回帰β 重回帰β 
公立 .400 .176 
私立一部 .653 .180 
延床面積 .000 .515* 
敷地面積 .000 -.071 
相当施設 -.055 -.076 
登録博物館 .988 .160 
 
 順序回帰分析のモデル適合度は 0.042 であり、疑似 R２乗は Cox と Snell：0.096、
Nagelkerke：0.101、McFadden：0.034であった。順序回帰分析の結果、仮説 4は支
持されなかった。重回帰分析の R２乗は 0.261 であり、「延床面積」のみが有意となっ
た。 
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表 4-8 仮説 5 
†p <0.10, *p < 0.05 
  順序回帰β 重回帰β 
公立 .922 .221 
私立一部 1.219 .246 
延床面積 .000 .492* 
敷地面積 .000 -.058 
博物館協会 .404† .266* 
 




 重回帰分析の R２乗は 0.302であり、順序回帰分析同様に仮説 5は支持されず、逆の
方向に有意となった。また、「延床面積」も有意となっている。 
 
表 4-9 仮説 6 
†p <0.10, *p < 0.05 
  順序回帰β 重回帰β 
公立 .564 .255 
私立一部 .862 .238 
延床面積 .000 .402* 
敷地面積 .000 .013 
中人口 .324 -.032 
大人口 .437 -.025 
地元来館者 -.037 -.241† 
学生来館者 -.224 -.032 
 
 順序回帰分析のモデル適合度は 0.422 であり、疑似 R２乗は Cox と Snell：0.054、
Nagelkerke：0.058、McFadden：0.020 であった。順序回帰分析の結果、仮説 6「博
物館の来館者を、地元の人々や学生に依存している程、商業化の程度がより低くなる。」
は支持されなかった。重回帰分析の R２乗は 0.214 であり、10%水準で「地元来館者」




表 4-10 仮説 7 
†p <0.10, *p < 0.05 
  順序回帰β 重回帰β 
公立 .296 .209 
私立一部 .699 .231 
延床面積 .000 .445* 
敷地面積 .000 -.005 
中学芸員数 .002 -.014 
大学芸員数 -1.250 -.061 
 
 順序回帰分析のモデル適合度は 0.149 であり、疑似 R２乗は Cox と Snell：0.052、
Nagelkerke：0.054、McFadden：0.018であった。順序回帰分析の結果、仮説 7は支
持されなかった。重回帰分析の R２乗は 0.225 であり、「延床面積」のみが有意となっ
た。 
表 4-11 仮説 8 
†p <0.10, *p < 0.05 
  順序回帰β 重回帰β 
公立 .704 .217 
私立一部 1.151 .300 
延床面積 .000 .362* 
敷地面積 .000 -.049 
展示品 .024 .128 
 
 順序回帰分析のモデル適合度は 0.600 であり、疑似 R２乗は Cox と Snell：0.036、
Nagelkerke：0.038、McFadden：0.013であった。順序回帰分析の結果、仮説 8は支




  40 
表 4-12 仮説 9a 
†p <0.10, *p < 0.05 
  順序回帰β 重回帰β 
公立 -1.399 .233 
私立一部 .122 .187 
延床面積 .000 .373* 
敷地面積 .000 .075 
政府補助 -22.922 -.271* 
自治体補助 1.080 -.077 
 








表 4-13 仮説 9b 
†p <0.10, *p < 0.05 
  順序回帰β 重回帰β 
公立 -1.659 .062 
私立一部 -.098 .161 
延床面積 .000 .462* 
敷地面積 .000 -.019 
補助差 1.231 .072 




商業化の程度がより低くなる。」は支持されなかった。重回帰分析の R２乗は 0.204 で
あり、仮説 9a同様「延床面積」のみが有意となった。 
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表 4-14 仮説 9c 
†p <0.10, *p < 0.05 
  順序回帰β 重回帰β 
公立 -1.197 .288 
私立一部 .456 .261 
延床面積 .000 .417* 
敷地面積 .000 .063 
政府補助 -.442 -.319* 
自治体補助 .648 -.261 
予算収入 -.570† -.305* 
予算減補助高 .677 .366* 
 





 重回帰分析の R２乗は 0.343 であり、「政府補助」、「予算収入」、「予算減補助高」が
５％水準で有意となり、仮説 9cが支持された。また、「延床面積」が有意となっている。 
 
表 4-15 ステップワイズ 
 *p < 0.05 
    β 
モデル１ 延床面積 .335* 
モデル２ 延床面積 .381* 
  地元来館者 -.294* 
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第五章． 考察 
第一節．結果考察 






























































 続いて、支持されなかった仮説 1b、4、8 について考察してゆく。仮説 1b は民間外
部団体／組織の影響を考慮したものだが、本研究では明らかにされなかった。これは、

























































































































































































図 6-1 小島[1998]の環境状況と戦略との間の関係図 
  タスクの不確実性 
  低 高 






低 効率戦略 革新戦略 

































図 6-2 MacMillan[1983]の製品マトリックスの８種類の基本事業 
  事業の魅力度 
  高い 低い 
  代替供給 代替供給 
    高い 低い 高い 低い 
強い I II V VI 競争上の
地位 弱い III IV VII VIII 
出典：MacMillan 1983 p.65 
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 事業戦略の次に研究が盛んであるのは所謂機能戦略に類するものであり、Lovelock & 
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 高収益 損益分岐点 
付加的収入や 
補助無し 
  製品の費用補填力 
出典：Lovelock & Weinberg 1989：邦訳 p.243 図 9-2を基に作成 
 
 図 6-3は Lovelock & Weinberg[1989]による、公共・非営利事業組織の目的に合わせ
たポートフォリオ・モデルを示したものである。横軸は製品毎の収益度合いを示し、縦












 F. Kotler & P. Kotler [1998] の『プロダクト・市場機会マトリクス』は Lovelock & 
Weinbergより更に実践的である。これは提供物を市場によって推し量ることで、有望




図 6-4 F. Kotler & P. Kotler [1998] の『プロダクト・市場機会マトリクス』 
   提供物  

























出典：F. Kotler & P. Kotler 1998：邦訳 p.121 図 3.6 
 









































































 これら二つの軸により大きく分けて提示された４種の環境分類が図 6-5 に示された
ものであり、本研究ではこれら４種の環境を基に戦略を論じてゆくこととする。 
 
図 6-5 本研究における新資源獲得のための戦略の概念図 
   資源依存の多様性 
   高 低 
   資金源の多様性 資金源の多様性 
    高 低 高 低 
非営利志向 I a I b II a II b 支援コミュニティの 
志向 商業志向 III a III b IV a IV b 
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d.サービス受益者の多様性 












































































































 セル II と比較し、資源依存の多様性が高いため、やや自由度の高い行動が可能であ




















 セル I、セル IIで中心課題となっていた支援コミュニティは商業志向であるものの、
資源依存の多様性の低さから、活動に制約が加えられている組織がセル IVに該当する。
Pfeffer & Salancik [1974]は、増大する資源の相互依存性に対する対策として、環境操
作戦略が最適であるとし、環境操作戦略として、①相互依存性の吸収戦略、②組織間の
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第四項．セル III：支援コミュニティが商業志向であり、資源依存の多様性が高
い 
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付録：質問票 
Q１.貴館は、下記の何れに該当しますか。該当する数字に○を記入してお答えください。 
 １：市立 ２：区立 ３：都立 ４：国立 ５：独立行政法人 ６：国立大学  
７：私立大学 ８：財団法人 ９：企業 １０：個人 
 
Q2.貴館は、下記の何れに該当しますか。該当する数字に○を記入してお答えください。 






















① 会費、事業収入及び基本財産から生じる果実収入（賃貸料等）     (   ％) 
② 寄付金（個人、民間団体、営利企業等からの）及び特定団体からの補助金・助成金 
（共同募金分配金、民間助成財団からの助成金等）                      (   ％) 
③ 政府からの公的補助金及び公的委託金                            (      ％) 
  68 
④ 自治体からの公的補助金及び公的委託金                   (      ％) 






























１：20%以下 ２：20%超~40%以下 ３：40%超~60%以下  
４：60%超~80%以下 ５：80%超~100%以下 
















①日本政府 1 2 3 4 5 
②地方自治体 1 2 3 4 5 
③民間諸団体 1 2 3 4 5 
④日本博物館協会 1 2 3 4 5 
⑤ボランティア 1 2 3 4 5 
⑥後援会等類似団体 1 2 3 4 5 
⑦協議会等、市民に
よる運営参画組織 
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